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評価内容 方向性 内容

28-1
水道施設地震対策
事業

あり Ｃ

　大口径配水管改良工事については、
昭和40年代に布設された耐震性に劣る
配水管の布設替工事をほぼ計画どおり
実施することができた。また、医療機関等
重要給水施設への管路整備についても
ほぼ計画どおり実施し、令和5年度の完
了を目指していく。
　今後も継続して、配水管整備計画等
をもとに耐震化工事を実施し、大規模
地震等の被災時に強靭な水道の構築
を図る必要がある。

拡充
推進

　大規模地震により水道の被害が想定
されるなか、被災時のライフラインを確保
することは市民の関心が高いところであ
る。耐震管は、東日本大震災でもほとん
ど被害が発生しておらず、その耐震性能
は高い評価を得ていることから、被災時
に通水機能を確保する基幹管路の耐震
化および早期給水を必要とする重要給
水施設へのルートを耐震性の高い管路
として整備することを最重要課題として積
極的に進めていく。

28-2 安定供給事業 あり Ｃ

　安定した水道水を供給するため、基幹
管路（口径300㎜以上の配水管）の
ブロック化を図るなかで、半田乙川中部
土地区画整理事業の進捗状況により一
部未着手となったが、ほぼ計画どおり管
路網整備を実施した。残る未整備区間
についても、事業者と綿密な調整を図る
必要がある。
　また、集合住宅への給水に伴う配水管
増径工事や道路改良事業・ＪＲ半田
駅前土地区画整理事業など、社会基
盤整備に併せた配水管布設工事を実
施し、将来を見据えた管種・口径を選択
し、安定した水道水を供給することができ
た。

拡充
推進

　配水管のブロック化については、半田乙
川中部土地区画整理事業の進捗に合
わせて実施する必要があるため、引き続
き事業者と綿密に調整しながら早期完
了を目指していく。
　今後は、高度経済成⾧期に整備され
た施設や管路が更新時期を迎えている
ことから、持続可能な健全な経営のも
と、水道施設の適切な維持管理と計画
的な更新及び再構築を進め、老朽化対
策を推進する必要がある。

28-3
水道施設維持修繕
事業

あり Ｃ

　深谷配水池の劣化した屋上シートの
改修工事を実施した。また、老朽化した
水管橋の防食塗装の修繕工事を予定
していた7か所のうち5か所を実施すること
により、水道施設の適正な維持管理を
図ることができた。
　なお、未着手の水管橋2か所について
は、専門的見識を活用するなかで詳細
調査を実施した結果、早急に対応する
必要がないものと判断し除外したものだ
が、残る修繕計画について、必要性の有
無を再検討し対応する必要がある。

改善
推進

　令和６年度までに老朽化した水管橋
の防食修繕工事を計画的に実施するこ
とにより、水道施設の適切な維持管理、
⾧寿命化を図る。
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課等⾧
１次評価（令和３年度の総括評価）
・水道施設地震対策事業では、南海トラフを震源地とする大規模地震による被害が想定されるなか、被災時に水道機能を確
保するために耐震性に劣る基幹管路（主に300㎜以上の配水管）の布設替え工事を実施し、耐震化率の向上を図った。ま
た、被災時に早期給水を必要とする透析医療機関等の重要給水施設への路線について、耐震性の高い管路での整備を行
い、水道施設機能の強化を図った。
・安定供給事業では、集合住宅への給水に伴う配水管増径工事や道路改良事業・ＪＲ半田駅前土地区画整理事業など、
社会基盤整備に併せた配水管布設工事を実施し、将来を見据えた管種・口径を選択し、安定した水道水を供給することがで
きた。
・水道施設維持修繕事業では、水管橋の防食塗装工事を実施し、水道施設の適切な維持管理、⾧寿命化を図ることができ

Ｃ

部等⾧
２次評価（令和３年度の総括評価並びに今後の方針及び指示事項）
・職員の異動や経験年数の不足、実際に修繕工事を担う市内水道事業者の確保が困難な場合があるなど、災害時を含めた
緊急時の対応力の確保が喫緊の課題である。実施の被害を想定した訓練を多く実施するともに、水道部全体での防災訓練を
実施することにより、職員の防災に対する意識向上・職員間の連携強化を図ることにより対応力を向上させた。今後は、水道工
事店組合やフューチャー等との連携強化を図り、緊急対応力を向上させる必要がある。
・基幹管路、避難所等重要給水施設ルートの耐震化を最優先課題として積極的に進めているところだが、今後は旧土地区画
整理事業において布設した耐用年数を経過した配水管の老朽化対策を並行して実施していく必要があるため、将来を見据え
た整備、体制の構築、料金設定の検討など、具体的に取り組んで進める必要がある。

Ｃ


